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ケース 実績

項目

2010年比 推計値（人） 2010年比 推計値（人） 2010年比 推計値（人） 2010年比

総人口 1,442 946 (0.656) 887 (0.615) 1,153 (0.799)

15歳未満 237 165 (0.697) 118 (0.499) 186 (0.783)

15-64歳 904 530 (0.587) 484 (0.535) 653 (0.723)

65歳以上 301 250 (0.831) 285 (0.948) 314 (1.043)
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我が国における少子高齢化と人口減少は、深刻な社会問題となっており、国においては、人口減少に歯止めをかけるべく「まち・ひと・しごと創生法（創生法）」を制定し、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しました。
新たな「地方創生」は、農林水産業や観光業、商工業などの地域資源を掘り起こし、有効に活用することにより雇用（しごと）の場を増やし、地域が連携し、ひと・もの、技術等を積極的に活用して、都市との共生と交流を進める地域づくりに取り組むことを、自らが知恵を絞り、人口動態を含む地域の分析を行い、取り組むべき施策とその具体的な実行策を企画・立案し、議会、住民と一体となってこれを実施していくものです。
本村においては、出生率が全国平均よりも高く、年少人口の割合が比較的高いにも関わらず、高校進学を機に島を出て、戻って来る若者が少なく、流出人口が流入人口を上回る状況が長らく続いています。

このため、本戦略は、島民が安心して結婚し、出産し、子育てができる環境を整えることにより、家庭のぬくもりや子どもがいることの幸せ、兄弟姉妹がいるにぎわいを感じることができる地域づくりを目指して策定するものです。
また、県外、国外からの移住者にとっても暮らしやすい環境づくりを進めることにより、世界に開かれた活力ある社会を構築し、本村の人口減少に歯止めをかけ、明るい未来への希望を抱ける地域づくりを目指していきます。

そのためには、新たな雇用の場が必要となるため、基幹産業である農林水産業や建設業の振興に加え、新たな人の流れを呼び込む観光業を中心とするリーディング産業の創出が求められます。その可能性を切り拓く、未来を担う子どもたちのために、インターネット等を通じた世界に開かれた「学びの場」を提供するとともに、保護者が子どもを安心して預けられる保育・教育の充実を目指します。

そうした「世界に開かれた活力ある社会」や「安全安心なバランスのとれた持続可能な社会」を目指すべき将来像とし、それを達成するために必要な施策体系と、特に重点的に推進する具体的施策をここに示すものです。

本戦略の推進にあたっては、行政だけでなく、家庭や地域社会、事業者及び金融機関等すべての構成員の理解と協力が不可欠です。引き続き、村民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。

最後に、本計画の策定及び改定に際し、貴重なご意見、ご提言をいただきました関係各位に対し、深く感謝を申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年3月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南大東村長 　仲田建匠
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１．戦略策定の背景と目的
本村の人口は、近年減少傾向にありますが、人口はいったん減り始めると、それを回復させることは容易でないことから、『第４次南大東村総合計画』においては、平成32年度の目標人口を1,500人とし、「人と自然が活きるフロンティアアイランド」を将来像として、さとうきび関連産業や自然資源を活かした観光産業等の創出を図ることで、定住人口の増加を目指すとしています。
にもかかわらず本村の人口は減り続けています。このままでは、村の存続にもかかわる深刻な事態を招きかねません。このため、急速な人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある地域社会を維持するため、本村では、まち・ひと・しごと創生法に基づき、南大東村総合戦略を策定するものです。
２．総合戦略の基本的事項

（１）本戦略の期間等

人口ビジョンの目標年次は、国の長期ビジョンの期間に合わせて、平成72（2060）年とします。また、「地方版総合戦略」との関連性を考慮して、平成31（2019）年についても中間目標とするとともに、途中経過の5年ごとに人口推計を行うこととします。
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転入数 転出数 純移動数

県内（那覇市） 72 49 23
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（２）地方版総合戦略の位置付け
地方版総合戦略は、国の「長期ビジョン」と「総合戦略」を踏まえ、地方特性を勘案して地方版の人口ビジョンを策定するとともに、今後5か年の政策目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめたものです。
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３．本村の地域特性
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（１）位置・地勢
本村は、沖縄本島の東方洋上、北緯25度50分、東経131度14分（島の中央地点にある淡水池の岸）にあり、那覇から海路で392km、空路で360km離れています。
面積は30.53km2で、東西5.78km、南北6.54km、周囲20.8kmの短楕円形の島となっています。
　南大東島は、遠く海上から眺めると、水平線上に浮かぶ平らな島のようですが、島の内部は、周囲が環状丘陵地を形成し、中央部はくぼんで盆地状となり、一見火山島を思わせるような様相を呈しています。実際は火山島ではなく、環礁（＝大洋中に発達する環状の珊瑚礁のことを環礁と呼ぶ）が数回の隆起を経てできたサンゴの島です。
（２）歴史・沿革
古来、南大東島は琉球人の間でウフアガリ島※として知られていたそうですが、明治18年沖縄県庁の探検により日本国標が建てられ、沖縄県に所属しました。明治33年に開拓民23名が上陸し、南大東島の本格的な開拓がはじまります。当時は原生林がうっそうと茂る島でしたが、明治35年に人力で甘蔗を圧搾し、黒糖を製造し、さとうきびが島の基幹産業となる礎をつくりました。その開拓精神（フロンティア・スピリッツ）は、現在も脈々と受け継がれています。
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（３）気候・自然
南大東島は、亜熱帯海洋性気候で冬でも植物の落葉は少なく、年間平均気温は23.4℃と温暖で、夏季には海風によって炎暑も和らげられています。冬季は北東季節風・夏季は南東季節風が吹き、年間降水量は1,500mm程度で、沖縄本島や宮古島より少なくなっています。夏から秋にかけては台風シーズンで恵みの雨をもたらしますが、台風が少ないと高温な天気が続き干ばつになることがあります。
このような気候と地勢のため、特異な生物が生息生育しており、「大池のオヒルギ群落」と「南大東島東海岸植物群落」、「ダイトウオオコウモリ」は、いずれも国指定天然記念物に指定されています。これらは、本村の貴重な財産であるとともに、重要な観光資源でもあります。
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（４）特産・名物
本村には、太平洋で獲れたマグロやサワラなどの海産物や、伝統的に食されてきたそばやようかん、また近年新たに開発された加工品など、バラエティに富んだ特産品があります。
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（５）年中行事
本村は、比較的歴史の浅い村ですが、いわゆる琉球文化とは異なる独自の文化や芸能を育み、年中行事として綿々と受け継いできました。
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[image: image64.emf]2060年の推計人口 1990年比

ケース 実績

項目

1990年比 推計値（人） 1990年比 推計値（人） 1990年比 推計値（人） 1990年比

総人口 1,399 946 (0.676) 887 (0.634) 1,153 (0.824)

15歳未満 378 165 (0.437) 118 (0.313) 186 (0.491)

15-64歳 880 530 (0.603) 484 (0.550) 653 (0.742)

65歳以上 141 250 (1.774) 285 (2.025) 314 (2.227)

予測パターン

パターン１

（社人研推計）

パターン２

（パターン１＋国の子ど

も女性比を村の出生率

［上昇］で補正）

パターン３

（パターン２＋移動率ゼ

ロ

）
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（６）観光
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南大東島は、一見平坦で単調な地形に見えますが、島の周囲は高い岸壁に守られた要塞のようになっています。平地にさとうきび畑が広がり、くぼんだ中央部には大小様々な池や湿地が広がり、地下には多くの鍾乳洞や地底湖が点在しており、非常に変化に富んでいます。
南大東島は「開拓」の島であると同時に「冒険」の島であり、また、のどかなさとうきび畑の広がる「憩い」の島でもあります。
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１．人口の現状分析

（１）人口推移（国勢調査）
平成2年からの人口の指数をみると、離島の各市町村のうち、平成22年に100（増減なし）より高かったのは、約半分の自治体でした。また、平成22年に県計より高かったのは、北大東村だけでした。

一方、南大東の状況をみると、他の自治体に比べ、近年、人口の増減は横ばい状態であるものの、平成22年には20年前の平成2年よりやや増加しています。

性別にみると、南大東村では女性が減少しており、男性とは10ポイントほど差があります。
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（２）３階級別人口（H22）
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他の離島の自治体と比べると、南大東村の少子高齢化の傾向は、中位程度です。15歳～64歳の生産年齢人口の割合が62.7％で、離島計（61.6％）よりやや高くなっています。

（３）就業者
南大東村の2014年の総人口は1422人。労働力人口は905人で完全失業者数は54人。完全失業率は3.8％となっています。

南大東村の第1次産業就業者数は395人（27.8％）、第2次産業就業者数は426人（30.0％）、第3次産業就業者数は602人（42.3％）となっており、第2次産業就業者が第1次産業就業者数をやや上回っています。

南大東村の産業分類別の就業者数をみると、「農業」が217人と最も多く、次いで「建設業」198人、「宿泊業，飲食サービス業」72人、「製造業」71人、「卸売業，小売業」61人の順となっています。女性の就業率は「宿泊業，飲食サービス業」、「卸売業，小売業」、「医療，福祉」で高くなっています。

[image: image76.png]


[image: image77.png]




（４）従業者1人当たり市町村内純生産
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従業者1人当たりの純生産を主な業種別にみると、南大東村においては製造業が最も高く、次いで農業、小売業などとなっています。

従業者1人当たりの製造業の純生産は、離島の他の自治体と比べると、粟国村、北大東村に次いで高くなっています。
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（５）人口1人当たり所得
　2001年からの人口1人当たりの所得をみると、県平均が210万円近辺で推移しているのに対し、南大東村は2006年から上昇傾向にあり、381万円まで上昇しましたが、2009年から2010年にかけては減少しています。これは、離島の中で第２位に位置しています。
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（６）転入・転出
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南大東村における平成22年の人口移動をみると、転入では県外63（27＋36）人より県内からの転入が268（72＋196）人と多くなっています。そのうち那覇市から72人（21.5％）が転入しています。
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一方、転出も県外20（4＋16）人より県内213（49＋164）人が多くなっています。そのうち、那覇市への転出は49人（21％）となっています。

県内での転入・転出では転入の方がやや多くなっていますが、県外への転入・転出では、転入の割合が更に高くなっています。
しかし、最近の転入・転出の状況をみると、平成22年以外はマイナス（転出の方が転入を上回っている）となっています。自然動態は若干プラスで推移（出生が死亡を上回っている）していますが、転入・転出の影響が大きく、やはり人口全体でみても平成22年以外はマイナスとなっています。
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転入・転出の状況を年代別にみると、「15～19歳」で一旦転出が多くなりますが、その後は「60～64歳」まで転入が上回っています。しかし、65歳以上になると、ほぼ転入はなく転出が上回っています。つまり、高校進学、結婚・出産、定年退職、最終介護の時期に大きな変動が見られます。
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２．人口の将来推計・展望

（１）現状推移予測

現在のまま推移した場合（新規の施策を追加しない場合）の将来予測については、低位予測のパターン２と高位予測のパターン３の間に位置し、国の推計条件の算出元である社人研の予測であるパターン１を適用するのが最も妥当であると考えられます。
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（２）年齢階級別の将来推計

現状のまま推移した場合の人口の将来予測については、コーホート法によるパターン１（社人研推計）を採用しました。それによると、総人口は、1995（平成7）年の1,473人をピークに減少し、2060（平成72）年には約32％減の946人になると予想されます。

これを年齢階層別にみると、15歳未満の年少人口は、1990（平成2）年の378人をピークに減少し、2060（平成72）年には165人と半分以下まで減少すると予想されます。

また、15～64歳の生産年齢人口は、1995（平成7）年の944人をピークに減少し、2060（平成72）年には40％減の530人になると予想されます。

一方、65歳以上の老年人口は、ピークが2030（平成42）年の356人となっていますが、その後は緩やかに減少し、2060（平成72）年には30％減の250人になると推測されます。これに伴い、65歳以上の高齢化率も2040（平成52）年の30.4％をピークに2060（平成72）年には26.5％まで下がりますが、21％を超えた超高齢社会に変わりはありません。
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（３）社会経済に与える影響
現状推移予測を3階級別の構成比でみると、15歳未満の割合が最も低くなるのは2030年の15.0％、15～64歳の生産年齢人口の割合が最も低くなるのは2050年の53.4％、65歳以上の割合が最も高くなるのは2040年の30.4％となっています。したがって、2030年～2050年にかけて、本村は社会経済的に最もきびしい時期を迎えると考えられます。
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また、15歳未満と65歳以上の非生産年齢人口1人を、15～64歳の生産年齢人口が何人で支えるかをグラフにすると、下図のようになります。最も余裕のあったのが1995年の1.78人で、最もきびしいのが2050年の1.15人になると予想されます。これは、15～64歳の生産年齢人口１人でほぼ非生産年齢人口１人を背負う社会です。
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さらに、その影響を具体的にみていくと、2050年の人口構造は、本村の社会経済に重大な影響を与えると考えられます。最も深刻なのが15～64歳の生産年齢人口の減少です。その影響を以下のとおりです。

◇税収や補助金の減少による村の財政縮小で、様々な行政サービスの低下が懸念されます。

◇人口減少に伴い消費の低迷が続き、地域社会全体が暗い雰囲気につつまれ、出生率の低下が懸念されます。

◇村の人口は減少しても、公共施設などの縮小はすぐにはできないので、施設の維持管理費は施設の老朽化とともに高まっていき、財政を圧迫します。

◇こうなると、負の連鎖は加速され、島外への人口流出が続き、ますます地域社会が弱体化・低迷化していくと考えられます。
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３．目指すべき将来像
（１）人口の長期目標

　国の長期ビジョンでは、「2060 年に１億人程度の人口を確保する」としていることから、本村においても、第４次南大東村総合計画の目標も鑑み、国と同等以上の目標を掲げることが相当であるとし、人口の長期目標を「2060 年に1,200人程度の人口を確保する」とします。







（２）社会経済に与える影響
人口の予測を3階級別の構成比でみると以下のようになり、15歳未満の最低割合、15～64歳の生産年齢人口の最低割合、65歳以上の最高割合は、いずれも改善されました。





また、15歳未満と65歳以上の非生産年齢人口1人を、15～64歳の生産年齢人口が何人で支えるかについても、若干ではありますが改善されました。





１．基本方針
（１）政策分野と基本方針
国が定める総合戦略や南大東村のまちづくりの方向（①：しごとづくり、②ひとの流れ、③結婚・出産・子育て、④まちづくり）を踏まえ、村の総合戦略の基本目標と施策の基本的方向を作成します。

上記の政策分野を踏まえ、人口減少を食い止めるための方策として、次のような基本方針に基づき、具体的な施策を具体的に展開していきます。
□移住・定住に関する希望を実現する


□若い世代の結婚・子育て等に関する希望を実現する


□多様な地域を形成する

（２）関連計画との整合
南大東村総合戦略は、直接的には南大東村総合計画とそれに付随する村の関連計画等の影響下にあるものですが、これまでの総合計画とは異なり、施策の対象を「①：しごとづくり、②ひとの流れ、③結婚・出産・子育て、④まちづくり」の４分野に特化し、施策の進捗状況を追跡する数値目標を設定することが義務づけられています。

このため、国の総合戦略やそれを踏まえた沖縄県人口増加計画との整合をとり、連携しながら進めていくことが重要です。この章では、施策の展開で、本村の施策を緑色、県の施策を青色に仕分けしていますが、それらは互いに関連し、時に補完しながら実施していくものであり、そうすることで相乗効果を生むものと期待されます。














（３）ＳＷＯＴ分析

本村には、豊かな自然やさとうきびをはじめとする豊富な農水産物がありますが、一方で、沖縄本島から約360km離れた地理的条件等が産業振興の妨げとなっています。しかし、これらのマイナス条件（弱み、脅威）を踏まえて、新たな産業創出の機会をつくりだすことが重要です。

	＜Ｏpportunity（機会）＞

◇新たな観光を開拓する。

・少人数の長期滞在型観光

・ターゲットの絞り込み（高齢者、一人旅等）

・趣味や探検ゲームなど目的別ツアーの開発

◇貨客船の13時間を飽きさせない工夫によって、大人数の修学旅行生の受入れも可能にする。

◇近代化産業遺産として、また観光資源として、シュガートレインを復活させる。

◇都市近郊農家が比較的作らない、重量単価の安い日持ちのいい野菜を栽培する。

・たまねぎ、にんじん、大根、ごぼう等

・食用かぼちゃ、装飾用かぼちゃ

・にんにく等健康食品の原料


	＜Ｔhread（脅威）＞

◇台風など長期の災害に見舞われることがある。

◇飛行機の便数が少なく、また、飛行機が小型であり、大量輸送ができない。

◇沖縄本島から貨客船で13時間と長時間かかる。

◇気象条件に影響を受けやすく、貨客船が欠航しやすい。

◇輸送費が高くつくので、価格競争力が弱い。

◇宿泊施設の不足により、修学旅行生の受け入れできない場合がある。

	＜Ｓtrength（強み）＞

◇海や自然が身近にある。

◇あたたかい気候で、過ごしやすい。

◇工場や自動車からの騒音が少なく、環境は静かである。
◇孤島なので、犯罪がほとんどない。

◇出生率の高さからもわかるように子育てがしやすい環境にある。
◇職場と住居が近く、仕事と生活のバランスが取れている。

◇島全体がコンパクトなまちになっている。

	＜Ｗeakness（弱み）＞
◇島外への移動が頻繁にできない。

◇大きなケガや病気への対応が困難である。

◇島にはまとまった介護施設がない。

◇娯楽施設や遊び場が少ない。

◇満足できるような職場が少ない。

◇地域の年間行事が多く、プライベートの時間が取られてしまう。

◇近所付き合いが、面倒に感じられることがある。




２．施策体系
本戦略の施策体系は以下のとおりであり、国の総合戦略や沖縄県人口増加計画、南大東村の総合計画等を踏まえ、第４次南大東村総合計画の目標である『人と自然が活きるフロンティアアイランド』を実現するため、以下の４つの政策分野について施策を展開していきます。





















３．施策の展開

これまでみてきたように、本村の活性化のためには、そこに暮らす人々の雇用の場の創出や観光振興等による人の流れ、若い世代のための結婚・出産・子育てに係る各種施策、Ｕターン者・移住者の定住化にむけた取組みが重要となっています。
（１）開拓魂がいきづく農林水産業の振興

開拓当時から本村の主要産業であるさとうきびを中心とした農業の振興に取り組むとともに、島産野菜の生産拡大による地産地消・外消の促進を図り、環境にやさしい農業に取り組みます。また、漁業に関しては、販路拡大や加工品の増加等による市場の開拓を行うとともに、漂着物の回収等の活動に取り組み、島の自然環境を護ります。







【農業の振興】

①　生産農家の育成・生産組合の組織強化
◇認定農業者や生産法人に対する経営支援を行うとともに、生産組合の組織強化に取り組みます。

◇中学生に対する職場体験の実施や農家に対する研修会等への参加促進等を通して、後継者の育成に取り組みます。
　
②　さとうきび生産性の充実・拡大

◇堆肥の導入や有機物残さの活用等により地力の向上に取り組みます。

◇島の自然環境に応じた優良品種の導入を進めます。

◇農業用水の確保を図るため、貯水池の整備を進めます。

◇雨水の引き込みや塩分濃度の調査を定期的に行うことにより、池沼の塩分濃度の管理に努めます。
◇フェロモンチューブの交信撹乱等、環境に配慮した病害虫対策を計画的に取り組みます。

③　輪作による経営の安定
◇ＪＡと連携を図りながら輪作体系の確立を促進し、生産農家の経営の安定化に取り組みます。　
◇かぼちゃの他にも、輪作作物の多様化による島産野菜の生産を促進し、島内における農作物の安定供給及び地産地消・外消に取り組みます。


④　ハウス栽培の振興
◇ハウスを利用した、野菜、花き等の栽培を継続していきます。

◇生産物が学校給食・飲食店の食材として利用されることを推し進め、食育においても地産地消を取り入れてくために、野菜等の安全安心の衛生管理を行う施設（プレハブ）の設置及び冷蔵冷凍保管格納設備を整備していきます。
⑤　観光業と連携した農業の振興
◇観光業と連携を図りながら、農業体験メニューの充実を促進します。

【水産業の振興】

⑥　水産資源の維持・保全
◇水産資源を維持するため、魚礁の維持管理による漁獲量の安定化に取り組みます。
◇関係機関と連携を図りながら、違反操業の防止対策に努めます。
◇地域住民や漁業従事者等と連携を図りながら、釣り場や漁港等を中心に漂着物の回収に取り組みます。
⑦　漁業経営の安定化・後継者の育成
◇中学生に対する漁業体験学習等を実施し、後継者の育成に取り組みます。

◇沖縄県漁業協同組合連合会等が実施している人材育成事業等への参加を促進し、漁業従事者の育成を図ります。
⑧　港湾施設の整備促進
◇亀池地区の岸壁、泊地浚渫等の整備を促進します。

◇地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化のため、港湾における拠点機能の強化を推進します。


⑨　観光業との連携した漁業の振興
◇各種資金制度の周知を図りながら、遊漁船の整備等の支援に努めます。

◇観光協会等と連携を図りながら、漁業体験メニューや遊漁船ツアーの充実を促進します。


（２）新たな未来をひらく観光業等の振興

本村には、豊かで多様な自然環境や特有の文化芸能、年中行事などがありますが、交通アクセス条件や宿泊施設等の制約から、その資源を十分に活かしているとはいえないのが現状です。このため、本村特有の文化や芸能、年中行事等を活かした観光業の振興及び特産品の開発による加工業の振興により、新たな雇用の創出に取り組むとともに、島外からの観光客を誘致する輸送手段や宿泊施設の整備に取り組みます。




本村の基幹産業は農林水産業と建設業ですが、農林水産業の振興で示したように、観光業との連携は必須のものであることから、関係機関と連携を図りながら「島まるごとミュージアム」構想を推進し、観光客数の着実な増加を目指します。アンケートでは、観光業に対する期待が強く感じられる内容となっています。




①　商業の振興
◇各種融資制度の周知を図るとともに、適切な経営アドバイスができるよう、商工会職員のスキルアップを促進します。
②　農産物・水産物加工品の充実
◇さとうきびを活用した付加価値の高い加工品の開発を促進します。
◇農漁村生活研究会や民間企業と連携を図りながら、新たな加工品開発を促進するとともに、販路拡大を進めます。
◇島の特産品のＰＲ強化を図るため、地域ブランドの創設を進めます。

③　「島まるごとミュージアム」構想の推進
◇観光資源として文化財や伝統文化の活用を促進するとともに、環境や景観と調和した観光資源、観光案内板の補修・改善に努めます。
◇観光協会等と連携を図りながら、各種体験メニューの内容充実、新たなメニューの開発を進めるとともに、受入れ農家や漁家の育成・確保に取り組みます。
◇シュガートレイン夢復活事業を推進します。
◇観光客の増加に対応するため、観光ガイドの育成に取り組みます。

④　観光客増加にむけた取組みの強化
◇観光業の振興を担う観光協会の体制強化にむけて支援します。
◇離島フェア等、各種イベントへの参加や観光客誘致イベントの開催等に取り組むとともに、民間事業所と連携した観光メニューの開発を促進します。
◇観光の振興にむけ、「島まるごとミュージアム」構想を踏まえた観光振興計画を策定し、その推進を図ります。

⑤　ＩＣＴ産業の振興
本村においても、専門学校や大学へ進学した若者が島に戻って来てできる仕事が少ないため、やむなく島に戻れない人もいると思われます。国では、ＳＯＨＯ※1など勤住接近の施策を推し進めており、ＩＣＴ※2はそれを可能にする革新的技術です。

情報通信機能の拡充は、離島生活において村民生活の向上並びに観光業等の振興に寄与することから、県が主催する、台風等の災害にも強い超高速のブロードバンドを整備し、有望な若者の確保と安定した雇用を新たに興していくことが重要です。

そのためには、障がい者雇用促進法※3のように、ＩＴ企業に一定割合の離島出身者の雇用を義務付けるなどの法的整備が求められます。ＩＴ企業にとっても、補助金等の支援を得て優秀な人材を確保し、離島への地域貢献が可能になると考えられます。
＜本村の取組み＞

◇高校・大学等での奨学金制度
◇幼少期からのＩＴ教育の充実

＜県の取組み＞

◇法的整備に関する国への陳情
＜県・本村の取組み＞

◇超高速ブロードバンド環境整備促進事業

＜国の取組み＞
◇ＩＴ産業における離島出身者の雇用促進に関する法律（仮称）の創設



（３）結婚・子育てセーフティネットの充実

全国的には、少子高齢化、核家族化、地域における人間関係の希薄化等の進展により、子育てをめぐる環境は大きく変容しています。本村においても、離島という厳しい条件下で婚姻率の低下や出生数の減少等により少子化が進むとともに、３世代家族の減少や単身世帯の増加等世帯構成が変化してきています。昔ながらの近所づきあいや子ども会活動、伝統行事等を通じて密接な人間関係が維持されているものの、世帯構成の変化や価値観の多様化等により、子育て環境が従前より悪化している状況は否めません。







［出会いと結婚に係る支援］
①　出会いと結婚・出産
◇出産祝い金は継続します。
◇妊婦健康診査助成事業、出産助成事業は継続して行います。

［出産・保育への支援］
②　母子の健康管理支援の充実
◇母子の適切な健康管理にむけ、健康受診等の勧奨、健康相談への対応、妊婦教室の充実等を図ります。

◇乳幼児医療費の助成等の経済的支援を進めます。
◇母子保健の身近な相談者となる母子保健推進員の育成を図ります。
③　発達が気になる児童への支援の充実
◇発達障害の早期発見、早期療育にむけ、村、診療所、村外の専門機関等の連携を強化するとともに、言葉の教室など療育体制の確保に努めます。

◇発達の気になる子どもが年齢に応じて、適切に支援されるよう、保育所、幼稚園、学校、保護者等の関係者間の連携体制を確保します。
④　保育サービスなど子育て支援の充実
◇通常保育や預かり保育等の現保育サービスを推奨するとともに、０歳児保育への対応にむけ、家庭的保育事業を検討します。

◇保護者グループの自主運営となっている子育て交流広場について、引き続き公共施設の開放等の支援を進めます。

⑤　保育サービス提供体制及び保育環境の充実
◇保育サービスの充実を図るために、保育士や保育補助員など保育人材の確保に努めます。

◇老朽化した保育所の建替えを進めます。


［教育環境の整備・充実］

⑥　学校教育の充実
◇引き続き幼稚園２年保育や預かり保育を実施するとともに、地域の状況を把握しながら幼稚園、保育所が一体となった「こども園」等の実施について検討を進めます。
◇「南大東村教育委員会教育施策の基本方針」に基づき、子ども達の成長段階に応じた確かな学力の向上に努めます。

◇発達に応じた教育を受けることができるよう、関係機関と連携を図りながら特別支援教育に取り組みます。

◇関連施設や地域等と連携を図りながら総合的な学習の時間の実施、職業体験学習等に取り組みます。

⑦　教育環境の充実
◇老朽化が進んでいる中学校普通教室の改築、小中学校体育館等の建替えを進め、教育環境の充実に取り組みます。

⑧　家庭教育支援
◇国・県・村による離島高校生就学支援で年間２４万円の助成、小中学生の島外派遣費の９割支援や離島へき地における学習支援を継続して行っていきます。

◇学習支援センターでの学習支援の継続実施、家庭教育支援員による講座や相談会の開催等により家庭における教育力の向上を図ります。

◇就学援助対象者には、給食費・教材費・医療費・修学旅行費等の個人負担の全額助成を行っていきます。

◇育英会や各種検定料に対する支援を行う等、子ども達の学習支援に取り組みます。
◇高等学校・専門学校・大学への進学者に対して貸給費事業や学習支援センターの機能を強化して家庭学習の習慣化と学習支援を目指した家庭教育の支援を行っていきます。

⑨　社会教育活動の促進

◇地域スポーツクラブの活動を支援するとともに、公共施設の活用を図りながら、各団体の活動や発表の場の確保に努め、村民主体による社会教育活動を促進します。

◇島の将来を担う児童生徒の健全育成や体験交流学習の充実を図るため、八丈島体験交流を実施します。




（４）定住環境の整備・充実

村民生活や産業活動を支える航空交通及び海上交通の充実、高度情報通信基盤の整備を図ることで、離島の不利的条件の解消に取り組みます。また、本村の貴重な自然資源の保全を図りながら道路の維持管理や水資源の確保、生活排水の処理、ごみ処理等の生活基盤の整備及び環境衛生の充実を図り、快適に暮らせる定住環境の整備・充実に努めます。




①　交通条件の整備






（海上輸送）

◇海上輸送費補助・離島生活コスト低減事業を継続します。
◇地域の産業振興策として取り組んでいる、島外出荷の農水産物等の運賃低減は継続していきます。
◇引き続き、亀池地区の護岸改良事業を促進するとともに、西地区においても船舶の規模に対応した護岸改良事業の実施にむけ取り組みます。

◇船舶から大型建設機械等の自走が可能となるよう、バースへの斜路の設置を求めていきます。

◇荷さばきが天候に左右されないよう、荷さばき倉庫の設置を求めていくとともに、フォークリフトの定期的な更新を行います。



（航空輸送）
◇航空運賃に関する離島住民等交通コスト負担軽減事業は継続して行われます。
◇村民生活における負担軽減及び産業振興を図るため、継続的な航空運賃の更なる低減化にむけて、要請を行います。

（陸上輸送）
◇未整備区間については、地権者に対し協力を求め、整備を進めます。
◇必要な箇所へのガードレール及び外灯の設置を行うとともに、これらの維持管理を行います。

◇道路の改修時等にバリアフリー化を進めます。

◇優先度の高い箇所への道路標識や、わかりやすい案内板の設置を推進します。



②　生活基盤の整備






◇村営住宅の新規建設及び老朽化した村営住宅の建替事業に取り組むために「村営住宅長寿命化計画」の策定を行い、同計画に基づき事業を推進します。

◇旧空港跡地における宅地分譲を引き続き行い、村民への住宅地供給を行います。

◇節水意識の普及や中水道への加入を促進することで、水資源の有効活用に取り組みます。

◇漏水対策や漏水個所の早期発見により、簡易水道事業のコスト縮減を図ります。

◇在所地区においては、農業集落排水処理施設への加入促進を図るとともに、各家庭での油や汚物等の適正処理について理解促進に取り組みます。

◇住宅が点在する集落については、村民の理解と協力を得ながら、合併処理浄化槽の導入を促進します。

◇太陽光発電や風力発電など再生可能エネルギーの導入を推進します。



③　環境衛生の改善




◇南大東村クリーンセンターの維持管理を行います。

◇各リサイクル法に基づくリサイクルの推進、ごみ分別に対する理解促進や意識啓発等による更なるごみ減量化に取り組み、最終処分場の延命化を図ります。

◇不法投棄に対する監視・指導の強化を図ります。

◇事業所や地域との連携による定期的な清掃活動に取り組みます。


④　通信情報基盤の整備




◇インターネットの更なる高速化と普及を促進し、インターネット使用料の軽減化に取り組みます。
◇より安定した情報通信基盤の整備に取り組みます。
◇職員及び村民に対して、ｅラーニング等の活用による情報操作技術の向上に資する講座の受講を促進します。

◇教育や医療の現場での情報通信技術の活用等により、村民生活の利便性や生活福祉の向上を図ります。
◇村ホームページの充実による行政情報や観光情報の発信に取り組みます。

◇携帯電話を活用した防災情報、航空機の離発着、船の入港情報等、村民生活に密着した情報発信に取り組みます。

⑤　ひと・情報・推進体制
離島・過疎地域の条件不利性を克服し、人口を維持・増加させるためには、定住条件の整備や雇用の場となる産業振興を図ることに加え、Ｕターン者や移住者を持続的に受け入れるための取組みなど、社会増を拡大するための取組みが重要であるとして、「沖縄県人口増加計画」では、移住者受入に取り組む市町村と、問題や課題を共有するとともに、市町村の創意工夫を支援するため、協議会を設置して県と市町村間の連携を強化したり、移住相談ワンストップ窓口を設置し、定住に係る先進取組事例等について情報交換を行うなど、以下の施策を推進するとしています。


県のこういったサービスを村民が十分に享受するため、村民の相談窓口を村役場内に設けることとします。

◇村民の相談窓口を村役場内に設置




１．ＫＰＩ（重要業績評価指標）の作成
（１）施策の４分野
国が定める総合戦略においては、地域活性化の方策として、①しごとづくり、②ひとの流れ、③結婚・出産・子育て、④まちづくりの４つの分野を挙げています。

（２）ＫＰＩ設定の条件
施策の実効性を高めるためには、以下のように、何を、だれが、どのように、どんな日程で、どのように資金を調達するかを決め、それにより何が結果として得られるかを予測または設定する必要があります。また、可能な範囲で目標達成にむけた道筋（ロードマップ）を示すことが重要です。

	項　目
	具体的な内容

	［施策］

何を
	□施策の範囲を明確にする。

□施策内容を可能な限り細分化する。

	［主体］

だれが
	□主体となるリーダーを決める。

□協力するスタッフを細分化する。時にはサブリーダーを置く。

	［技術］

どのように
	□施策の核となる技術のノウハウを明確にする。

□既存の技術を持たない場合、取得する手段を検討する。

	［日程］

どんな日程で
	□施策の規模によって、計画のスパン（日、月、年）が異なる。

□事業化の直前には、日単位、時間単位の進捗管理表が必要となる。

	［資金］

どのように資金を調達するか

	□事業化した施策について、予算を概算する。その際、客観的な根拠が必要であり、それは他事例などから取得可能である。

□その予算の調達方法を決める。

・自己資金が理想。

・開発段階であれば、一括交付金等の活用もある。

・事業化が具体的であれば、協賛企業等を募る方法もある。

・インターネットを活用したクラウドファンディングもある。

	［結果］

得られる結果

	□カネとして、売上目標、利益目標などがある。

□ヒトとして、雇用目標、集客目標などがある。

□アウトカムとして、定性的ではあるが地域活性化などがある。


（３）本村におけるＫＰＩの設定
前章の具体的な施策の中から、国の総合戦略が定める４つの政策分野において、本村として特に重点的に推進すべき施策をＫＰＩ（重要業績評価指標）として以下のように設定します。
	分野
	目標指標
	現状値（最新）
	目標値（H31年度）

	
	地産地消（野菜生産）の推進
	生産量：1,733kg
	生産量：3,500kg

	
	かぼちゃ生産量［さとうきびの輪作］
	284トン
	400トン

	
	販路拡大に係る予算
	－
	1,000万円

	
	新規雇用者数（総合指標）
	－
	19人

	人の流れ
	シュガートレインの利用者
	－
	4,145人

	
	クルーズ船の誘致による観光客数
	－
	300人

	
	新たに開発する特産品の数
	－
	5種類

	
	民泊を営む民家数
	0戸
	10戸

	
	観光メニューの開発
	プログラム数：5種類
	プログラム数：10種類

	
	観光客数（総合指標）
	3,012人
	6,000人

	結婚・子育て
	妊婦援助・乳幼児援助
	20万円／人
	20万円／人

	
	乳幼児健診率（乳児）
	   乳児：89.5％

1.6才児：88.2％

 3才児：94.1％
	   乳児：91.5％

1.6才児：90.2％

 3才児：96.1％

	
	学習支援センターの利用率
	小学生28％

中学生84％
	小学生50％

中学生100％

	
	中学生までの医療費援助
	全額免除
	拡充

	
	小・中学校の生徒数（総合指標）
	124人
	124人

	
	農地整備
	871ha/1,500ha
	982ha/1,500ha

	
	村営住宅の管理戸数
	80戸
	新規10戸
建替え10戸

	
	再生可能エネルギーの導入量
	3,365kW
	3,445.5kW

	
	村内純生産（総合指標）
	4,692百万円
	5,000百万円


注）表中のゴシック文字は、総合戦略の新規の重点施策です。




２．ＫＰＩに係る重点施策

（１）シュガートレインの復活

	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	□かつて島のさとうきび産業を支えたシュガートレイン（さとうきび運搬列車）の運行

	［主体］
	□主体を、村、商工会、観光協会のいずれにするか、早期に決める必要がある

	［技術］
	□文化センターから西港までの村有地に、公園の遊具として鉄道を整備する約5.4km

□こうすることで、鉄道事業法や軌道法の対象外となる

□新たな用地買収も不要だが、線路周辺の公園化が必要となる
□機関車には、蓄電池車を採用する。ＳＬ風か、ＤＬ風かは未定

	［日程］
	□平成28年に工事着手、平成30年に完成予定

	ロードマップ
	１年目（H27）
	□鉄道線路実施設計、測量

	
	２年目（H28）
	□鉄道工事着手、建設設計

	
	３年目（H29）
	□付帯施設、車両調達、建設工事

	
	４年目（H30）
	□工事完成

	
	５年目（H31）
	□本格運行

	［資金］
	□一括交付金

□総事業費は、約5.5億円

□維持管理費は、年間約1,045万円

	［結果］
	売上目標
	□主な収入源は、以下の2つ

①鉄道利用料（900～1,500円。村民は300円）

30年後には約5,000人／年の利用を見込む

②枕木オーナー制度

年会費6,000円、3,000人を見込む

0.18億円／年、5.4億円／30年間の利益

□30年目には、300万円／年ほどの黒字になると予測

□30年間の便益／費用は、1.03と予測

□経済波及効果は、約2,800万円／年と予測

	
	利用者目標
	□平成31年の目標

・観光客が3,040人

・村民（15歳以上）が1,105人

	
	雇用目標
	□運転手2人、鉄道記念館管理人1人の計3人



■シュガートレイン夢復活事業の概要

　以下の資料は、すべて「シュガートレイン夢復活基本計画設計委託業務報告書」から引用。

＜鉄道ルート＞


＜機関車のイメージ＞


＜事業のスケジュール＞


（２）地産地消（野菜生産）の推進
	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	□南大東の土壌に適した野菜類の選定

□スーパーや学校給食での需要調査

□長期災害を想定した野菜類の選定

□上記を踏まえた生産量の予測

	［主体］
	□積極的な農家か、地域おこし協力隊員か

□協力するスタッフは、地域おこし協力隊員

	［技術］
	□作る野菜ごとに特殊な技術が必要か検証

□作付時期の検討

	［日程］
	□就農計画の作成

□品目別営農計画の作成

	ロードマップ
	１年目（H27）
	□野菜の選定、就農計画、品目別営農計画を策定

	
	２年目（H28）
	□試験栽培、販路開拓（当初島内）

	
	３年目（H29）
	□生産開始、年間1500万円の売上、2人雇用

	
	４年目（H30）
	□年間300万円の売上、もう2人追加して4人雇用

	
	５年目（H31）
	□年間500万円の売上、4人雇用体制のまま、島外へ販路拡大

	［資金］
	□地方創生にも50％補助がある

□沖縄県人口増加計画に係る主な事業

・おきなわ型６次産業化総合支援事業
・OKINAWA型産業応援ファンド事業
・沖縄県新規就農一貫支援事業
・青年就農給付金事業
・就農サポート事業
・経営体育成支援事業
・べーたが島野菜産地力強化事業
・多面的機能支払交付金事業

	［結果］
	売上目標
	□平成31年度に、500万円

	
	雇用目標
	□パートまたはボランティアバイト4人雇用（女性）


■沖縄県の季節別野菜生産量
県内産の野菜の取扱量は、9月～11月の秋の時期に極端に少なくなることから、この時期に合わせてハウス栽培で野菜を生産すれば、市場の需要にこたえることができると考えられます。



■施設の建設費



■ランニングコスト

生産コストは露地物より高い。工場産レタスは1kg1100～1500円（露地物は300～600円）。露地物に比べて電気や空調代などがかさみます。

■販路の課題と可能性

　現在考えられるルートは以下の６つであり、それぞれの現状と課題を認識し、今後の可能性を検討します。

	販　路
	今後の可能性等

	島の小売店
	・商品ごとの売上実績を調べ、正確なニーズを把握することが重要。

	島のホテル、旅館
	・商品を置いてもらえないか、打診する必要がある。

・利用者の客層とニーズを把握する必要がある。

	飛行場・港
	・売れ筋の把握、島の特徴を活かした商品の開発、新たなニーズの掘り起こし。

	学校給食
	・現在仕入れているところとの調整が必要。

	訪問販売
	・買い物に行けない高齢者等のニーズを把握することが重要。

	イベント販売
	・過去の実績等から、売れ筋やニーズの確認が必要。

	直販所
	・現在の直販所の状況を把握し、扱う商品で住み分けるなどして共存の道を話し合うことが大切。

	注意事項
	・一定の品質にないものは出荷しない。

・収穫日時か賞味期限を表示して安心感を与える。

・時には、食べ方のレシピを同封する。


（３）新たに開発する特産品

	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	①月桃の繊維を用いた「古布」風の衣類やカーテン類

【日本の三大古布】→芭蕉布､葛布(くずふ)､科布(しなふ)

②ハロウィン用かぼちゃの可能性を検討

③地底湖での魚（チョウザメ等）の養殖

④深海魚（クロシビカマス）等の利用価値の検討

⑤アイザメのスクワラン製造の可能性
⑥ふるさと納税の返礼品

	［主体］
	①ソーカの里
②ＪＡ、事業者

③漁協、事業者

④漁協、事業者

⑤漁協、事業者

⑥村、事業者

	［技術］
	①月桃から繊維を取り出し、それを長く紡ぐ手法

②南大東の土壌に適しているか検証が必要

③地底湖に適した魚種の選定
④干物か、加工か

⑤株式会社Ｍ・Ｈコーポレーション等で商品化済み

特許の有無を確認し、進出可能か検討

⑥特産品の組合せにひと工夫を
□上記に共通したこと

　→　ネーミングを含めたマーケティング

	［日程］
	□①～⑥の中で、平成31年度までに、ある程度の事業化ができるものを検討する必要がある。

	［資金］
	□地方創生にも50％補助がある

□沖縄県人口増加計画に係る主な事業

・おきなわ型６次産業化総合支援事業
・OKINAWA型産業応援ファンド事業
・離島生活コスト低減事業（地方創生先行型交付金）
・離島観光活性化促進事業
・離島特産品等マーケティング支援事業

	［結果］
	売上目標
	□平成31年度に、1,000万円

	
	雇用目標
	□専従者6人（男女3人ずつ）



①月桃の繊維を用いた「古布」風の衣類やカーテン類

　我が国には、日本の三大古布というものがあり、その独特の風合いが衣類のみならず、暖簾やスダレ、カーテン類等に用いられ、人気を博しています。芭蕉布､葛布(くずふ)､科布(しなふ)が、その三大古布と呼ばれるものです。いずれも、その材料から繊維は容易に取り出せないように見えますが、先人の努力と工夫によって、繊維を作りだしています。
月桃にも、芭蕉に似た繊維があり、一定の長さもあることから、創意工夫によって繊維を取り出すことができないか、研究開発する価値があると思われます。
②ハロウィン用かぼちゃの可能性を検討

ハロウィンは、もともとは秋の収穫を祝い、悪霊などを追い出す宗教的な意味合いのある行事でしたが、最近は民間行事として定着し、宗教的な意味合いはほとんどなくなっています。我が国でも仮装大会の趣きで大いににぎわっており、一部にかぼちゃの中身をくりぬいてつくる「ジャック・オー・ランタン」の需要も見込まれると考えられます。
③地底湖での魚（チョウザメ等）の養殖

宮崎県が国内で前例のないチョウザメ養殖を始めたのは1983年。水産試験場小林分場（現・内水面支場）で200匹を引き受けたのが始まりで、2004年には「稚魚→親魚→稚魚」の完全養殖に成功しています。宮崎県はチョウザメ養殖とキャビア製造の普及にむけて参入事業者を募集し、技術やノウハウを無償で提供しました。現在は、キャビア生産日本一となり、キャビアを使ったクッキーやチョコレート、せっけんなどの関連製品も開発・販売しています。

④深海魚（クロシビカマス）等の利用価値の検討

これまで捨ててきたような、一見利用価値のないと思われている魚介の中から、「金になる」ものを探すことが重要です。深海魚のクロシビカマスも、その可能性を秘めています。
また、八丈島と縁の深い南大東が、くさやなどの海産物の新製品を開発することは、マーケティング上きわめて有利です。
⑤アイザメのスクワラン製造の可能性
南大東島の近海ではアイザメが獲れますが、利用されずに捨てられているといわれています。スクワラン製造には、先行している業者がありますが、天日干しにこだわるなど何かひと手間を掛けることで付加価値が付き、差別化が可能になります。
⑥ふるさと納税の返礼品
現在、村ではふるさと納税を実施しており、納税額の約10％に相当する特産品を返礼品として宅配しています。
これらの特産品は、返礼品としてだけでなく、アンケートを添付するなどしてモニターとして利用し、その評判によって、一般的な販売へむすびつける、マーケティング戦略が重要です。
（４）観光メニューの開発

	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	□シュガートレインを軸とした観光メニューの開発



	［主体］
	□主体を、村、商工会、観光協会のいずれにするか、または、相互の連携をどうするか、早期に決める必要がある

□民間として、すでにオフィスキーポイント、大東観光商事等がある

	［技術］
	□安全対策が重要

□価格設定をどうするか。経費積算方式にするのか、類似事例に倣うのか

□オフィスキーポイントや大東観光商事等関係者との住み分け

	［日程］
	□できるものから順次やり始め、利用者の動向を見ながら軌道修正していく


	ロードマップ
	１年目（H27）
	□手始めに、一般観光客むけの歴史・文化探訪コースを開始

	
	２年目（H28）
	↓

	
	３年目（H29）
	↓

	
	４年目（H30）
	↓

	
	５年目（H31）
	□平成31年度には、５件の観光コースを運用

	［資金］
	□地方創生にも50％補助がある

□沖縄県人口増加計画に係る主な事業

・環境共生型観光推進事業
・観光誘致対策事業
・クルーズ船プロモーション事業
・戦略的課題解決型観光商品等支援事業
・教育旅行推進強化事業
・ふるさと農村活性化基金事業費
・海外研修生受入による農業農村活性化事業
・文化観光戦略推進事業

	［結果］
	売上目標
	□平均客単価5,000円として、年間720人で360万円

	
	利用者目標
	□月60人×12カ月として、年間720人の増加

	
	雇用目標
	□臨時職員4人



■観光メニュー（案）

	メニュー
	ルート
	特徴

	歴史・文化探訪コース
（いわゆる普通の観光）
	○空港（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）

○島まるごと館

○線路跡

○日の丸山展望台

○ふるさと文化センター

↓　シュガートレインで移動

○フロンティアパーク

○宿または空港（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）
	○島まるごと館で島の開拓史を学ぶ。

○初心者むけ。

	海満喫コース
釣り満喫コース
	○ふるさと文化センター

↓　シュガートレインで移動

○ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊﾟｰｸ（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）

○夕日の広場（夕方のコースもあり）

○南大東漁港（入船、クレーン釣り）

○バリバリ岩

○海軍棒（カメ、クジラも見られる）

○この辺りから南側で釣り体験

○宿または空港（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）
	○主に海岸線に沿って移動。

○海軍棒か塩屋海岸で磯遊びができる。

○運が良ければ、カメ、クジラも見られる。

○釣り魚を食することもできる。



	グリーンツーリズム（昼）
	○星野洞（ここまでｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）

○大池展望台

○バリバリ岩

○東海岸植物群落

○カヌー体験

○風車、防災拠点（仮）

○地底湖（マニアむけ）
	○星野洞かは基本的に徒歩で移動

○どこかでシュガートレインを入れることも可能。

	グリーンツーリズム（夕方～夜）
	昼のツアーに、以下をオプションで追加

○夕日の広場（夕方）

○ダイトウオオコウモリのねぐら

○光るキノコ
	○夜間の安全性の確保が重要。

	工場見学コース
	○空港（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）

○ソーカの里

○ラム酒工場

○大東製糖

○ふるさと文化センター

↓　シュガートレインで移動

○フロンティアパーク

○宿または空港（ｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰで移動）
	○見学、体験、試飲、試食

○土産品の販売。

○エージェントとタイアップしやすい。


【課題】

◇オフィスキーポイントや大東観光商事等関係者との連携、競合の解消が重要。

◇設定価格で利用者の数は大きく異なる。

◇利用者の確保。→　空港にパソコンを設置し、利用希望者が申し込みを行い、主催者が実施時間等を希望者に電話やメールで連絡する。

今年度開発する地産地消推進システムの仕組みを応用できるはず。

（５）学習支援センターの利用拡大

	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	□学力向上と人材育成を目的とした支援センターを設置する

	［主体］
	□運営主体は、村

□南大東村育英会条例に基づき設置される

□南大東村立学習支援センターの設置及び管理運営に関する規則で規定

	［技術］
	□質の高い講師の獲得

□成績を伸ばすカリキュラムの開発

	［日程］
	□1年ずつの更新

□4月～翌年3月までの1年間

	ロードマップ
	１年目（H27）
	□実証試験

	
	２年目（H28）
	□事業者決定

	
	３年目（H29）
	□県平均以上を目指す

	
	４年目（H30）
	□県平均以上を目指す

	
	５年目（H31）
	□最終的に、県内トップ10を目指す

	［資金］
	□村の予算
□地方創生にも50％補助がある
□沖縄県人口増加計画に係る主な事業

・夢・実現学力向上研究事業
・学校・家庭・地域の連携協力推進事業
・「県立離島児童生徒支援センター」整備事業
・離島高校生修学支援事業

	［結果］
	売上目標
	□利用料は以下のとおり

・小学生　2000円／月

・中学生　3000円／月

・受験対策は無料

	
	利用率目標
	□現在の利用者率は以下のとおり

・小学生　87人中24人利用（利用率28％）

・中学生　37人中31人利用（利用率84％）

□平成31年の利用率の目標は以下のとおり

・小学生の利用率50％

・中学生の利用率100％

	
	雇用目標
	□小学生、中学生の講師1人ずつ、計2人


■南大東村育英会条例の概要
この条例は、成績優秀なる学生生徒に対し学資を貸与し、又は給与し、有用な人材を養成するとともに学習支援センターの運営を行い、本村児童・生徒の学力向上を図ることを目的とする。

南大東村育英会（以下「育英会」という。）の基金は、2,000万円とし村議会の承認を経て増額することができる。村は育英会の基金として前項の金額に達するまで毎年予算の範囲内で補助金を交付しなければならない。また、育英会の趣旨に、賛同する篤志家の寄附金は、第１項に規定する金額に達するまでこれを基金に充てる。

育英会は、毎事業年度の始めにおいて育英事業計画書、歳入歳出予算書及び塾運営事業計画書、歳入歳出予算書をそれぞれ作成し、村議会の承認を受けなければならない。また、育英会は、毎会計年度の決算及び財産目録を７月31日までに調製し、次の年度の始めまでに村議会の承認を得なければならない。
■南大東村立学習支援センターの設置及び管理運営に関する規則
［規則趣旨］　この規則は、南大東村育英会条例（昭和58年３月26日条例第３号）第１条第１項に基づき、南大東村立学習支援センター（以下「支援センター」という。）の設置及び管理運営について必要な事項を定める。
［設置意義］　南大東村に学力向上と人材育成を目的とした支援センターを設置する。
［設置場所］　南大東村字在所238番地
［管 理 者］　支援センターの管理者は村長。管理に関する事務は教育委員会の所轄事務。
［受講対象］　小学校１年生から中学校３年生まで
［受 講 料］　支援センターの受講者は、受講料を支払うものとする。金額については、支援センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）で定める。
［受講募集］　受講者の募集に関しての必要な事項は、南大東村教育委員会（以下「教育委員会」という。）が定め、毎年あらかじめこれを公示する。
［指導教材］　教科については、教育委員会において目的を達成する教科を選科する。
［休 講 日］　①国民の休日に関する法律に規定する休日

②土曜日・日曜日

③教育委員会が指定した日、又はセンター長が特に必要と認め、あらかじめ教育委員会の承認を得た日
［スタッフ］　支援センターにセンター長１名（教員兼）、教員１名を置き、センター長は運営委員会が選任し、管理者の同意を得なければならない。
［運営委員会］　支援センターには、その運営を適正且つ円滑に行うため、運営委員会を置く。
①運営委員会は、支援センターの運営に関する重要な事項について審議答申助言する。

②前号の審議を行うため、運営委員会は、これに必要な調査研究を行う。

③運営委員会は次の6人の委員で構成し、教育長が会を司る。

・教育長
・学校長
・PTA会長
・村財政担当者
・教育委員会事務局の職務の高い者
・教育委員会事務局の学推担当者
（６）再生可能エネルギーの導入

	項　目
	具体的な内容

	［施策］
	□日頃の事業活動にも利用でき、災害時には非常用電源として機能する、再生可能エネルギーの導入

	［主体］
	□公共施設は、村
□電気事業者

	［技術］
	□島内で有望な再生可能エネルギーの種類
□設備の規模、設置場所、エネルギーの利用形態

□維持管理、メンテナンス

	［日程］
	□計画策定、設計、工事、運用を計画的に実施

	ロードマップ
	１年目（H27）
	□計画策定

	
	２年目（H28）
	□基本設計、用地取得

	
	３年目（H29）
	□工事開始

	
	４年目（H30）
	□工事中

	
	５年目（H31）
	□工事完了、設備の運用

	［資金］
	□県のグリーンニューディール政策の予算（平成26年度は14億円）

□地方創生にも50％補助がある
□沖縄県人口増加計画に係る主な事業

・沖縄振興公共投資交付金（住宅課市町村事業）
・移住定住促進事業（地方創生先行型交付金
・ふるさと農村活性化基金事業
・文化観光戦略推進事業
・観光施設等の総合的エコ化促進事業
・農業集落排水事業
・離島ごみ処理広域化調査事業

・沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事業

	［結果］
	導入目標
	□3,445.5kW
□防災施設として蓄電池を設置して活用していく



■沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事業


［目的］沖縄県は、エネルギー自給率が低く、島しょ地域であると同時に台風の常襲地域でもあり、自然災害を被りやすい地域であることから、「災害に強く、低炭素な地域づくり」を推進。

［基金額］

14億円

［事業期間］

平成26～平成28年度

［再生可能エネルギーの目標］

・発電量　449,745kWh/年

・防災拠点での普及率　1.8％増

・二酸化炭素削減　248t-CO2/年

・離島の再エネ普及率　7.8％増













１．戦略の推進体制
　本戦略を推進し、目指すべき地方創生を実現させるためには、村民・団体・事業者・行政など村内のすべての構成員の自主的・積極的参加が不可欠です。

このため、本戦略の推進にあたって、広く関係者の意見を反映させるため、村民・団体・事業者・行政等で構成する「南大東村地方創生推進会議（仮称）」を設置し、同会議において、本戦略に基づく取組みの進捗状況について報告を行い、戦略の見直しを行うなど戦略の着実な推進を図ります。







２．計画の進捗管理
（１）重要業績評価指標（ＫＰＩ）の設定
本計画の推進にあたって、施策ごとの進捗状況を把握するため、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、重点施策の進捗状況や社会経済情勢の変化に柔軟に対応していきます。
（２）戦略の進捗管理
本計画で掲げた目指すべき社会の実現にむけた諸施策を着実に推進するには、施策の効果を的確に捉え、施策の見直しにつなげる必要があります。
このため、各施策の実施状況や重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗状況を踏まえ、人口減少を食い止める観点からチェックを行い、施策を見直します。






３．総合戦略の周知
　村は、本戦略の理解を促すための普及・啓発に努めます。また、広報のために、以下の措置を講じます。
◇　本戦略の内容をわかりやすく要約して紹介する概要版等を作製し、戦略の内容について村民・事業者の理解を深めるように努めます。
◇　村の広報紙やパンフレット・ホームページなどを用いて、戦略の内容やその進捗状況等について情報提供を行います。
◇  学校教育の場でも、本戦略についての普及広報を行い、まちづくり等に関する児童・生徒の理解を促します。
◇　行政の側からの広報だけでなく、インターネット通信システムなどにより、村民・事業者から総合戦略に係る情報や意見を求めます。
４．財源の確保等
　村では、目指す将来像の実現にむけた施策を実施していくために必要な財政的措置を講じるものとします。
　しかし、全国的に地方自治体の財政が厳しさを増しており、南大東村でも財政の厳しい状態が続いていることから、今後の総合戦略の推進にあたっては、国・県等の補助・支援や民間活力の導入等も検討していきます。
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第１章　戦略策定にあたって





最終


平成72年�（2060年）





中間


平成31年


（2019年）





現況


平成26年


（2014年）








人口ビジョン








地方版総合戦略





地方版総合戦略の位置付け





まち・ひと・しごと創生法





「総合戦略」は、「長期ビジョン」を踏まえ、今後5か年の政策目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめたもの。





国の長期ビジョン





2060 年に１億人程度の人口を確保する中長期展望を提示





国の総合戦略





2015～2019 年度（5か年）の政策目標・施策を策定





情報・人材支援





社会経済の現状分析





南大東村の産業構造・経済動向の特性を示す基礎データを作成





人口の現状分析





南大東村の人口構造・動向等の特性を示す基礎データを作成





基本目標





今後5年間における基本的な目標・取組み方針を整理





基本的方向





基本目標を達成するための施策の基本的方向を整理





人口の将来展望





2060年を基本目標とする南大東村の人口の将来展望を示す





将来人口推計のワークシート





政策分野ごとの基本目標





具体的な施策の整理、施策ごとの客観的な重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定





地域経済分析


システム





アンケート調査等による住民意識の反映








創生本部委員会による合意形成








地方創生人材支援制度





南大東村総合戦略





地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、2015～2019 年度（5か年）の政策目標・施策を策定





南大東村人口ビジョン





地域の人口動向や将来人口推計の分析や中長期の将来展望を提示





地方創生コンシェルジュ制度





※　大東島という名前は、沖縄の古人が、遙か東の海の彼方にある島という意味の島言葉「ウフアガリジマ」からきていると言われる。沖縄の方言で、ウフ＝大きい、アガリ＝東を意味する。





【ダイトウオオコウモリ】





【大池のオヒルギ群落】





【南大東島東海岸植物群落】





【大東ようかん】





【大東そば】





【大東寿司】





【ボロジノ娘】





【豊年祭奉納相撲】





【豊年祭り】





（休止中）

















第２章　本村の人口ビジョン





【バリバリ岩】





【琉球松並木】





【ゴジラ岩】





パターン１（社人研推計）の予測結果





パターン１（社人研推計）による人口予測の年齢階級別構成比





パターン１（社人研推計）による人口予測の非生産年齢人口の負担





現　在





人口の減少（特に生産年齢人口の減少）





景気の低迷





将　来





行政サービスの低下





出生率の低下





税収減（補助金等の減少）





店舗等の縮小





負 の 連 鎖





純移動率の悪化・地域社会の低迷化











【本村の人口の長期目標】


「2060 年に1,200人程度の人口を確保する」








2010(平成22)年　 2060(平成72)年　 倍率（2060年／2010年）


日本　　　　　128,057千人      100,000千人　　　      0.78倍


南大東村        1,442人          1,200人              0.83倍





対策後の将来予測人口





［対策による人口減少の食い止め］


現状推移予測人口から、年齢階級ごとの転出率と転入率を見直すことで人口減少を食い止める手法を用いました（詳細は資料編を参照）。その結果、2060（平成72）年の総人口は、現状推移予測の946人から1,201人になりました。





現状推移予測　　　 対策後予測　　　　　 


15歳未満の最低割合         15.0％     →     15.5％


15～64歳の最低割合         53.4％     →     55.1％


65歳以上の最高割合         30.4％     →     28.1％





パターン１（社人研推計）による人口予測の年齢階級別構成比





現状推移予測　　　 対策後予測　　　　　 


最もきびしい支える人数       1.15人　　 →　　1.23人


（生産年齢人口）





パターン１（社人研推計）による人口予測の非生産年齢人口の負担

















第３章　基本方針・施策の展開





【国の総合戦略が定める政策分野】


①地方における安定した雇用を創出する。


②地方への新しい人の流れをつくる。


③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる。


④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する。





・仕事や住まい、子どもの教育などの総合的な情報提供や支援を通じて、ＵＩＪターンを進める。


・地元企業等と連携し、若い世代の地元就職率を高めることで、地元で暮らしやすいという希望を実現する施策を推進する。








・若い世代のために今後中核となると考えられる産業の振興に注力して、質の高い雇用の場を確保し、ワークライフバランスや仕事と家庭の両立しやすい環境を整える。


・地域の子育て支援の仕組みを充実させることで、若い世代が希望する結婚や出産を支える施策を推進する。





・時代にあった地域づくりを進め、集落における小さな拠点の整備等により、住み慣れた地域で暮らし続けるための施策を推進する。





第４次南大東村総合計画


（H23）








国の総合戦略





子ども・子育て支援事業計画


（H27）





南大東村観光振興計画


（H27）





沖縄県人口増加計画





農業農村整備事業管理計画書


（H27）








施 政 方 針





南大東村総合戦略





開拓魂がいきづく農林水産業の振興





生産農家の育成・生産組合の組織強化





さとうきびの生産性の充実・拡大





輪作による経営の安定





人と自然が活きるフロンティアアイランド





ハウス栽培の振興





観光業と連携した農業の振興





水産資源の維持・保全





漁業経営の安定化・後継者の育成





港湾施設の整備促進





観光業と連携した漁業の振興





新たな未来をひらく観光業等の振興





商業の振興





農産物・水産物加工品の充実





「島まるごとミュージアム」構想の推進





観光客増加にむけた取組みの強化





ＩＣＴ産業の振興





結婚・子育てセーフティネットの充実





出会いと結婚に係る支援





出産・保育への支援





教育環境の整備・充実





定住環境の整備・充実





通信情報基盤の整備





交通条件の整備





環境衛生の改善





生活基盤の整備





ひと・情報・推進体制








課　題








［農業］


・認定農業者、生産法人等への経営支援の実施、生産組合の組織強化


・さとうきびの生産性の向上、収穫の安定化


・病害虫対策の実施


・農業用水の確保、池沼の水質保全


・島産野菜の生産拡大、地産地消・外消の促進




















［漁業］


・漁獲量の安定化にむけた水産資源の維持・保全


・漁家の経営安定化の促進、水産業を担う後継者の育成


・漁港施設の整備促進


・他産業と連携した水産業の振興

















「第４次南大東村総合計画」より作成





◆住民会議等からの意見


・地力が低下しているために堆肥導入を促進してほしい。


・災害に強い、第2の農作物づくりが必要。


・農業就業者の人材育成が必要。








◆住民会議等からの意見


・後継者の育成に取り組む必要がある。


・魚介類の放流を行うなど、資源の確保に取り組む必要がある。





■アンケート結果（住民・事業所・島外）


本村における期待される施策として、住民も事業者も島外も「農業の振興」を一番に挙げています。（島外は「観光振興」も同率）。次いで、「特産品の開発」、「製造業の振興」「農業の6次化」などとなっており、農業の振興は、特産品の開発や農業の６次化へつながる一連の期待と考えられます。

































































■アンケート結果（住民）


本村の主要産業である農業の振興策については、住民も島外も「担い手不足の解消、後継者の育成」が最も高く、次いで「地場特産品の開発、産地形成の促進」、「農地や農道整備など生産基盤の充実」農業生産グループの育成」などとなっていることから、現状よりも将来を苦慮する村民の意向がうかがわれます。











【村に期待する施策】








【農業で重要な施策】








■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇さとうきび優良種苗の安定生産


◇共同利用機械の整備








■アンケート結果（住民・島外）


ふだんの生活で足りていないものとして、住民も島外も「野菜や肉などの生鮮食品」を一番に挙げていることから、農水産物の地産地消を推進することは、村民のニーズに応えるものです。





【ふだんの生活で足りないもの】








■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇６次産業化にむけた取組み


◇各地域の特色を生かした品目等の生産振興


◇安全・安心なおきなわブランドの国内外での確立


◇耕作放棄地の活用


◇外部専門家等によるマーケティングの支援


◇農林水産物の輸送コストの低減


◇担い手の育成・確保








課　題








［観光業］


・観光資源の維持管理の実施


・観光体験メニューの開発促進、観光ガイドの育成


・観光協会の体制強化


・誘致イベントの実施





［特産品の加工販売］


・適切な経営支援ができる商工会の人材育成


・さとうきびを活用した付加価値の高い商品開発の促進


・農漁村生活研究会への活動支援、特産品のＰＲ強化


・民間事業所が取り組む加工品の開発に対する支援
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◆住民会議等からの意見


・インターネットを活用して特産品のアピール・販売をしたらどうか。


・魚の加工品の研究開発に力を入れ、ネーミング、販売ルートを確立することで、大漁時に島内消費・島外への出荷に対応できるのではないか。


・専門家を招き、特産品開発を行ったらどうか。


・産業を活性化させるため目安箱を設置して、恒常的にアイデアを募集してはどうか。


・資源を活かした観光ツアーづくりを行ったらどうか。





■アンケート結果（住民・事業所・島外）


人口減少を食い止める施策として、住民と島外は「雇用の確保」を、事業所は「島外との交通の便」を一番に挙げています。
























































観光資源としての期待では、住民と島外は「釣りの振興」を、事業所は「島特有の地形・地質を活かした観光」を一番に挙げています。この2つは、どの主体でもベスト2に入っています。
























































【期待する人口対策】








【観光資源として期待するもの】








■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇外部専門家等によるマーケティングの支援





■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇着地型観光プログラム等の開発促進


◇観光客受入体制の整備


◇海外航路・航空路の充実


◇海外からの観光客増大にむけた誘客活動


◇国内外からの認知度を高める取組み





※1　Small Office Home Office


※2　Information and Communication Technology


※3　障がい者雇用促進法では、障がい者が職業を通じ、誇りをもって自立した生活を送ることができるよう、障がい者雇用対策を進めており、企業に対して、雇用する労働者の２．０％に相当する障がい者を雇用することを義務付けています（障がい者雇用率制度）。これを満たさない企業からは納付金を徴収しており、この納付金をもとに雇用義務数より多く障がい者を雇用する企業に対して調整金を支払ったり、障がい者を雇用するために必要な施設設備費等に助成したりしています（障がい者雇用納付金制度）。





■アンケート結果（島外）


島外出身者が島に戻る条件として一番に挙げたのは「医療や介護」でしたが、次に多かったのが「満足できる職場」でした。


その職種は不明ですが、本村に乏しいホワイトカラーの職種を誘致することは、雇用を創出するうえできわめて重要であると思われます。





【島に戻る条件】








課　題








［出産・保育］


・発達が気になる子どもへの対応


・妊産婦、乳幼児をもつ保護者への育児教育の充実


・母子保健推進員の育成


・０歳児保育ニーズへの対応


・保育サービスの充実にむけた保育人材の確保


・保育所の老朽化への対応

















［教育］


・幼児・児童・生徒の確かな学力の向上、基本的な生活習慣の形成


・学校・家庭での教育環境の整備


・地域の資源や人材を活用した総合的な学習の時間、職場体験等の実施


・支援を要する幼児、児童生徒に対する適正指導の実施


・社会教育活動の場、成果発表の場の確保等の活動支援
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◆住民会議等からの意見


・育児卒業者が子どもを預かる等、気軽に利用できる育児サポート隊を結成する。





◆住民会議等からの意見


・生活習慣の確立や食育に取り組む必要がある。


・子ども達の学力の向上、大人達の指導力の向上を図るため、教師・親・学習支援センターと連携を行う必要がある。


・親（大人）育ちのための勉強機会を充実させる必要がある。


・大人も子どもも気軽に参加できる学びの場がほしい。





■アンケート結果（住民・事業者）


子育て環境の中で、住民も事業者も「保育所の充実」が最も重要であり、次いで「遊び場の整備」や「経済的支援」「学童保育の充実」となっていることから、子どもの安全を最優先する保護者の意識の高さがうかがわれます。特に共働き世帯にとっては一層切実な問題であると推察されます。
























































医療・介護については、住民も島外も「救急・休日・夜間医療の充実」が最も高く、次いで住民は「介護施設の充実」、島外は「介護施設の充実」と「在宅医療の充実」が同率となっています。

















【子育て環境での期待】








【医療・介護での期待】








■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇若者同士の交流や出会いの機会の提供


◇妊婦健診及び交通費等支援事業


◇産後ケア事業


◇ファミリーハウス（親の宿泊施設）等の活用





多くの離島を有する沖縄では、特に人の生命にかかわる医療・介護について、「沖縄県人口増加計画」で以下のような充実した施策を推進するとしています。





◇中核的医療機関のある島と離島とのアクセス性の拡充


◇遠隔医療支援


◇ドクターヘリ事業


◇島外の医療機関受診に係る交通費や宿泊費の軽減


◇離島診療所への代診医の派遣


◇急患搬送体制の整備


◇介護サービスの提供確保、基盤拡充


◇健康福祉セーフティネットの充実





■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇公平な教育機会の確保


◇「県立離島児童生徒支援センター」の整備


◇離島出身高校生に係る通学や居住に要する経費の支援


◇本島児童生徒を離島に派遣する体験学習や民泊等の実施


◇体育連盟や文化連盟を通して派遣費の支援


◇複式学級への学習支援員の配置


◇教育現場でのＩＣＴの活用





【小中学校】





■アンケート結果（住民・事業者・学生・生徒）


今後の居住意向については、「住み続けたい」が最も高かったのは事業所で、次いで住民、児童生徒、島外の順となりました。島への愛着度については、島外が最も高く、次いで事業所、児童生徒、住民の順となりましたが、島への愛着度と居住意向との関係については、事業所と島外ではまったく逆の結果となり、島外は、愛着はあるが帰るつもりはないという複雑な心境が読み取れます。






































































































































【居住の意向】








【島への愛着度】








課　題








・持続的な航空運賃の低減化の実現


・航空機の運航時間の拡大による村民の利便性向上


・主要港である西地区の護岸拡張


・大型建設機械等が船舶から自走できるようバースへの斜路設置


・荷さばき倉庫の整備


・フォークリフトの定期的な更新
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◆住民会議等からの意見


・船が長期間入らないと判断されたら、生活物資を飛行機で送れるようなシステムを構築してほしい。


・乗客が少ない時は貨物便にする等、航空運賃を下げる取組みをして欲しい。


・外灯は必要だが、星空が見えなくなっては困るので、場所にあった外灯の設置をしてほしい。


・道路標識が少なく、どちらが優先道路なのかわかりにくい。


・学校前の道路を整備してほしい（歩道も必要）。


・歩きづらい箇所があるため、道路の段差を解消してほしい。





■アンケート結果（住民・島外）


希望する交通インフラに関しては、住民も島外も「天候に左右されない港の整備」が最も高く、次いで「飛行機の大型化」、「飛行機の便数」となっています。現にいま島に住んでいる住民と、島を離れている島外では希望する割合に倍程度の大きな差異がみられます。






































































































































【希望する交通インフラ】








離島・過疎地域においては、遠隔性などの条件不利性に起因して様々な分野で課題が残されています。特に離島地域においては、島外への高校進学、病院への入院・通院、介護老人福祉施設への入所に伴う転出等、住民の慢性的な流出に伴う人口の減少等により、地域活力の低下が懸念されています。このため、「沖縄県人口増加計画」では、割高な交通・生活コストの低減、海底光ケーブルなどを含む情報通信基盤や航空路、航路及びバス路線を含む交通基盤などの生活環境基盤の整備を進めるとともに、公平な教育機会の確保、医療、福祉等の健康福祉セーフティネットの充実を図るなど、以下の施策を推進するとしています。





◇交通・生活コストの低減


◇汚水処理施設の整備


◇ごみ処理費用の負担軽減


◇水道用水の安定的な確保


◇防災・減災型島しょ社会の構築





課　題








・新たな村営住宅の整備、老朽化した村営住宅への対応


・旧空港跡地における分譲宅地の販売促進


・節水意識の普及


・配水管の漏水個所等の早期発見、修繕敷設替え


・中水道への加入促進による簡易水道事業のコスト縮減


・在所地区における農業集落生活排水処理施設の接続率向上


・各家庭における油や汚物等の適切な処理


・住宅が点在する集落での合併処理浄化槽の導入
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◆住民会議等からの意見


・一部の家庭が排水処理施設へ加入せず、池に生活排水が流出している状況がみられる。





■アンケート結果（住民）


住民の自由意見には、住宅に関するものが多くみられます。以下に記入例を示します。



































■アンケート結果（児童生徒）


児童生徒アンケートによると、南大東村にやってほしいことの中では、「自然を大切にする」と「病気やけがをすぐ治療できる」に並んで「古くなった家や建物をきれいにする」の3項目が40％を超えています。


住民アンケートの住宅に関する意見からもうかがわれるように、住宅に関する希望は世代を超えた共通のものであると思われます。








◇観光農園を整備し、空き住宅を利用した定住化の促進、港湾の強化整備。


◇物価の高さと住居につきましては日々悩まされております。場合によってはこの島を出ることまで考えさせられています。もっと住まいを増やしていただけることで他島からの入りも良くなり落ち着いた生活を送れるのではと思います。


◇居住空間と家賃の見直しを是非行ってほしい。


◇リフォーム経費の支援をお願いしたい。


◇感性に貧しい村営アパートの質向上。


◇住む家がない。村営住宅が少ない。住みたいところに住めない。高所得でも入れる村営住宅がなく、不便で不満に思う。一度村営住宅に住んでいる人たちがまた優先的に同じ村営住宅に入れるのか意味がわからない。








【やってほしいこと】








「沖縄県人口増加計画」でも、同様の方針を打ち出しており、過疎化が進む一方で、団塊の世代等の退職に伴い、Ｕターン者や移住者が安心して生活できるような良好な居住環境の整備が求められているとして、民間による住宅供給の少ない地域では、住居の確保が困難との指摘もあることから、Ｕターン者や移住者の受入などのための定住促進住宅整備などを促進する、としています。





◇Ｕターンや移住者の受入のための定住促進住宅整備


◇古民家の利活用








【海水淡水化施設】





【簡易水道】





課　題








・南大東村クリーンセンターの維持保全


・ごみ分別の徹底、ごみ減量化にむけた意識啓発


・更なるごみ減量化による最終処分場の延命


・ポイ捨てや不法投棄の防止


・廃棄自動車の適正な処理


・農家に対する農業用産業廃棄物処理の理解促進


・墓地公園の整備、火葬施設の維持管理


・野良猫対策の実施、蚊の発生予防対策の実施
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◆住民会議等からの意見


・昔からの習慣でごみ分別に力を入れない人がいる。


・高齢者等への徹底したごみ分別指導やごみ分別についてみんなで話し合う場が必要。


・事業所や地域での定期的なごみ拾い、子ども達による「ポイ捨て禁止のポスターづくり」等、村民一人ひとりがごみ問題について意識を持つように取り組む。


・釣り客等のマナーが悪いため、海岸でのごみが目立つ。


・保安林等への不法投棄が多い。


・公園・保育所・幼稚園周辺等、子どもの遊び場等で蚊の発生が多い。


・野良猫が多い。





【コンテナに保管されているペットボトル】





【クリーンセンター】





課　題








・インターネットの高速化及び使用料の軽減


・職員及び村民の情報操作技術の向上


・携帯電話等を活用した村民生活に密着した情報発信
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◆住民会議等からの意見


・インターネットが遅い。


・離島ゆえ、通信格差や交通格差があるので、高速インターネット環境は整備すべき。





■「沖縄県人口増加計画」の離島・過疎地域の振興に関する取組み


◇県と市町村間の連携を強化する協議会の設置


◇移住相談ワンストップ窓口の設置


◇先進取組事例について情報交換


◇移住フェアの開催


◇地域おこし協力隊の活用


◇人材活用に関するネットワークの充実・強化


◇移住に関する事前情報の積極的な発信

















第４章　ＫＰＩと重点施策





【国の総合戦略が定める政策分野】


①地方における安定した雇用を創出する。


②地方への新しい人の流れをつくる。


③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる。


④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する。





※当時の路線図を見ると、非常に充実した路線網であったことがわかります。





秋の野菜生産の少ない時期にハウス栽培（水耕）をする方法もある。





資料：第3次沖縄県地産地消推進計画（平成26 年3 月）





資料：北海道における養液栽培パッケージモデル（太陽光利用型）平成26 年9 月





■防災拠点における再生可能エネルギーの導入（イメージ）








自立分散型エネルギー





メガソーラー





電気自動車





急速充電器





街路灯





防災拠点





コミュニティの再生





蓄電池





電気自動車＝蓄電池





風力発電

















第５章　戦略の推進





図表　南大東村地方創生推進体制





南大東村地方創生推進会議（仮称）





村 民





事業者





団体等





南大東村





報告・助言





参加・協力











村長





報告





指示











事務局





報告





指示





南大東村人口ビジョン・総合戦略創生本部委員会





担当課





図表　戦略の進捗管理システム





戦略の策定・改定


（Plan）





戦略に基づく施策の実施


（Do）








必要に応じて、戦略の見直し


（Act）





戦略施策の評価


（Check）









